
市町村財政比較分析表(平成17年度普通会計決算)
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人件費・物件費等の適正度

人口1人当たり人件費・物件費等決算額[132,059円]
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実質公債費比率 [18.5%]
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人口1人当たり地方債現在高[453,818円]
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※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし
　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。
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三条市
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、
当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄
〔財政力指数〕
　市町村合併前は、類似団体平均を概ね下回っていたが、１７年５月１日の市町村合併により財政基盤の強化が図られ
たところである。今後も引き続き7.13豪雨災害に伴う所得税の雑損控除による市税の減収も見込まれることから、経営戦
略プログラムに基づく対策を着実に実施し、財政の健全化に努める。
〔経常収支比率〕
　退職者の増に伴う人件費の増などにより９２．１％と類似団体平均を上回っている。今後は新市として経営戦略プログ
ラムに基づき、 市税収納率の向上等の歳入確保に努め、また、職員人件費の削減のほか新市建設計画登載事業の１
０％削減等に伴う公債費の減や、補助金負担金の見直し、予算編成の枠配分方式導入による経常経費の節減等によ
り、平成２２年度決算時の目標を「９０％以内」に設定して、改善に努める。
〔ラスパイレス指数〕
　類似団体平均を下回っている。今後も昇級・昇格制度の適切な運用などにより引き続き給与の適正化に努める。
〔実質公債費比率〕
　下水道事業の公債費充当財源繰出金が多額になることや市町村合併に伴い一部事務組合債を承継したことから、類
似団体平均より高い１８．５％となっている。今後は経営戦略プログラムや公債費負担適正化計画に基づいて、新市建

設計画登載事業の１０％削減の実施や下水道事業の公債費充当財源繰出金の抑制等を実施することにより、平成２２年
度決算時の目標を「１８％未満」に設定して、改善に努める。
〔人口１人当たり地方債現在高〕
　類似団体平均を上回っており、今後も新市建設計画登載事業の実施による新規発行が見込まれる。経営戦略プログラ
ムに基づいて、新市建設計画登載事業の１０％削減を実施するなど、地方債発行額の抑制を行う。
〔人口1,000人当たり職員数〕
　市町村合併前は、類似団体平均を概ね下回っていたが、１７年５月１日の市町村合併により現在は類似団体平均を上
回っている。今後は国の「集中改革プラン」に掲げられている平成２２年４月１日までの削減率４．６％を超える数値目標と
して、１１０人、９．５％の職員の削減を図ることを目標とする。
〔人口１人当たり人件費・物件費等決算額〕
　類似団体平均を上回っており、今後も引き続き職員削減の実施、指定管理者制度の導入や公立保育所の民営化などの
業務の外部委託化を進め、コストの低減を図っていく方針である。


